
産 業 建 設 常 任 委 員 会 

日 時 令和４年３月１１日（金）午前１０時から 

場 所 全員協議会室 

 

議  題 

１ 付託案件（３件） 

 

（１）議案第１２号 令和３年度射水市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

（２）議案第５号 令和４年度射水市水道事業会計予算 
 

（３）議案第６号 令和４年度射水市下水道事業会計予算 
 

 

 

２ 報告事項（６件） 

 

（１）もみ殻シリカ灰の肥料化について 

（産業経済部 農林水産課 資料１） 
 

（２）「射水市アグリテックバレー構想」の策定について 

（産業経済部 農林水産課 資料２） 
 

（３）射水市立地適正化計画について 

（都市整備部 都市計画課 資料１） 
 

（４）新湊地域の濁り水の対応について 

（上下水道部 上水道工務課 資料１） 
 

（５）令和４年度 水道水質検査計画（案）について 

（上下水道部 上水道工務課 資料２） 
 

（６）鳥越調整場低区調整地補修工事の請負契約について 

（上下水道部 上水道工務課 資料３） 

 

 

３ その他 



もみ殻シリカ灰の肥料化について 

 

本市では、平成２６年に「射水市バイオマス産業都市構想」を策定し、地球にやさし

い産業の創出やバイオマス産業への市民理解、循環型社会形成の実現を目指すため、「も

み殻の有効利用」、「木質バイオマス活用事業（堆肥製造）」、「廃食用油活用推進事業」、

「木質バイオマス発電事業」の４つの事業の推進に取り組んできた。 

そのうち、もみ殻の有効利用事業については、射水市、いみず野農業協同組合、富山

県立大学、北陸ポートサービス、北陸テクノ株式会社、ＮＳＩＣ株式会社等が参画し、

もみ殻循環プロジェクトとして取組んできた。 

 

１ もみ殻シリカ灰の肥料化について 

「肥料の品質の確保等に関する法律」が令和３年１２月から新たに施行されたこと

で、いみず野農業協同組合の新湊カントリーエレベーターに隣接する、籾殻循環施設

で焼成されたもみ殻シリカ灰（※１）が、法に基づく副産肥料（※２）として登録さ

れる見込みとなった。（令和４年１月２５日申請、２月末頃登録予定） 

当該施設では特殊な燃焼方法によりもみ殻を焼成処理することで、植物の生育に必

要なシリカ成分を吸収しやすい可溶性の状態で安定して含む灰を造り出すことがで

きる。 

このもみ殻シリカ灰が副産肥料として登録されることで、これらを原料とした普通

肥料（※３）の製造・販売が可能となる。 
 
※１ 植物の葉や茎を丈夫にして、病気や害虫の進入を抑える効果のあるシリカ成

分を含む灰 

※２ 多様な産業副産物を原料にしてできる肥料 

※３ 米ぬかや堆肥等の農家の経験によって識別されるような単純な肥料以外の

肥料であり、含有される成分量が登録や届出により保証されている肥料 

 

２ 今後について 

もみ殻シリカ灰を原料とした肥料は令和４年３月中に、令和４年産米用として 

３０ｈａ分（１,５００袋×２０ｋｇ/袋）に相当する量が製造され、いみず野農業協

同組合が市内の生産者へモニター販売を実施し、土壌改良資材（地力増進）肥料とし

て施用しその効果を実証する。 

当面は、実証の結果を踏まえ、将来的に３００ｈａ分（１５,０００袋×２０ｋｇ/

袋）の製造・販売に拡大することを目指す。（３００ｈａ分の肥料製造に必要なもみ

殻シリカ灰の量は約６０トン。これは３００ｈａ分の水稲のもみ殻を焼成した際の

灰の量にあたる。） 

今後もみ殻循環プロジェクトにおいては、令和５年度以降の市内水稲農家に向けた

一般販売を通じ、循環型農業や環境負荷低減の取組として啓発を行う。 

また、国が掲げる「みどりの食糧システム戦略」における脱炭素化や化学肥料の削

減等につながることから、引き続き国や県と連携しながら、もみ殻シリカ灰を活用し

た循環型農業の取組みについて推進していく。 

産業経済部農林水産課 資料１                       

産業建設常任委員会               

令和４年３月１１日 



 

 

「射水市アグリテックバレー構想」の策定について 

 

１ 「射水市アグリテックバレー構想」策定の主旨 

農業経営基盤強化促進法に基づき本市が定める農業経営基盤の強化促進に関する基本的

な構想では、本市において農業を主業とする農業者が、地域における他産業従事者並の年間

労働時間の水準の達成をはかりつつ、地域における他産業従事者と同等の所得水準を確保

できるような効率的かつ安定的な農業経営を目指してきたところであるが、担い手不足や

高齢化の進展、米価下落などの課題は多く解決しきれない状況が続いている。 

そこで、地方創生テレワーク交付金によるテレワーク拠点施設整備を契機に、農業に関連

した企業を誘致することで、地域への人材の呼び込み、デジタル技術等の活用、環境負荷の

低減といった地方創生の新たな視点で、地域農業の成長産業化や地域の活性化を目指す。 

なお、「アグリテック」とは、農業（アグリカルチャー）とテクノロジーを掛け合わせた造

語であり、「射水市アグリテックバレー構想」の名称は、農業者と企業の結びつきにより地

域を活性化させることへの思いを込めたものである。 

 

２ 構想を掲げ取組む解決したい課題 

（１）スマート農業の普及による稲作中心から複合経営への転換 

（２）効率的、戦略的な農業経営の普及 

（３）新たな園芸作物の導入 

（４）農業従事者の若返り 

 

３ 目指す方向性  

（１）農業ＤＸの推進 

（２）米の生産原価低減及び付加価値の向上 

（３）出口戦略を伴う園芸振興の定着 

（４）女性が活躍し、若者が集う農業 

 

４ 構想の推進体制  

農業者や農業関係機関、有識者からなる構想の策定委員会を立ち上げ構想を策定したのち、

構想の実現に関わる関係者による「射水市アグリテックバレー構想推進協議会」を設立し、

新しい農業を生み出し育てるための事例研究や情報交換、企業と生産者のマッチングを行

い、事業の共創やプロジェクトの創出に取組む。 

※想定している協議会の構成メンバー 

射水市、いみず野農業協同組合、生産者、流通事業者、富山県立大学、 

サテライトオフィス運営組織等 

 

産業経済部農林水産課 資料２                       

産業建設常任委員会               

令和４年３月１１日 



射水市の各種計画

射水市アグリテックバレー構想の推進イメージ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市整備部 都市計画課 資料１ 
３月定例会 産業建設常任委員会 

令和４年３月１１日 
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国では、急激な人口減少が見込まれる中、これからの都市形成において、現在の都市構造のまま人

口減少が進み、密度の低い住宅地や市街地が拡散すると、一定の人口集積に支えられた医療・福祉施

設、商業施設等の生活利便施設や公共交通等の生活サービス機能を維持することが困難となること

や都市経営に係るコスト面からも非効率となることが懸念されることから、平成 26 年 8 月に都市再

生特別措置法の一部改正を行い「立地適正化計画制度」を創設した。 

さらに頻発・激甚化する自然災害を受けて災害ハザードエリアにおける新規立地の抑制、移転の促

進、防災まちづくりの推進など、総合的な防災対策の強化を図る必要があるとして、令和 2 年６月に

再び都市再生特別措置法の一部改正が行われ、立地適正化計画に防災指針を盛り込むことが位置づ

けられた。 

本市においても、このような情勢の中、これまで以上に少子高齢化社会に対応したまちづくりを行

う必要があるという認識から、「射水市都市計画マスタープラン」（令和 2 年 6 月改定）（以下、市マ

スタープランという。）においては、今後の都市のあり方や都市構造の基本的な方向性として、「多核

連携型のまちづくりの推進」を掲げており、射水市立地適正化計画（以下、本計画という。）は、市

マスタープランが目指す都市の実現を目指し、居住及び都市機能の誘導に向けた取り組みを推進す

るものとなる。 

 

本計画は、市全域の目指すべき土地利用や都市空間、防災等の整備方針を定めた都市計画マスタープ

ランの一部であり、主に市街地を中心とした土地利用等の方針を具体的に定める計画である。 

上位計画である「射水市総合計画」のまちの将来像やまちづくりの方向性を踏まえ、地域公共交通、

公共施設のほか、住宅、医療・福祉、防災、環境等の各分野の計画・施策との整合・連携に留意し、

「射水市都市計画マスタープラン」の都市づくりの方針と整合を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立地適正化計画は、 
都市計画マスタープランの 
一部と見なされる 

１．射水市立地適正化計画の概要 
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本計画の期間は、⾧期的な見通しをもって定める必要があることから、「射水市都市計画マスタ

ープラン」と同様に、令和 21 年度（2039 年度）を目標年次として設定する。 
 
 

計画区域は、都市全体を見渡す観点から、都市計画区域全域として設定し、都市機能誘導区域と
居住誘導区域は、市街化区域に定める。 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

人口減少が続く中で、これまでと同じように市街地の拡大・拡散が続くと、人口密度の低下、

施設の利用者の減少及び利便性の低下、施設の移転・撤退、その結果さらに人口が減少し、都市

の空洞化が懸念される。そのような状況に陥らないためにも、様々な生活サービス施設と住居が

まとまって立地し、一定の人口密度を維持・確保するまちづくりが求められている。 

 

人口減少に伴い、都市における人口密度が低下すると、生活サービスにかかる住民一人当たり

の行政コストは増大する傾向にあり、財政的にも厳しい状況が予想される中、各種行政サービス

を維持するためには、拠点やその周辺に人口を集積することで、市街地を維持・充実し、事業の

効率化を図っていくことが求められる。 

 

気候変動の影響により、近年、全国において、頻発・激甚化する洪水や土砂災害等の自然災害

に対応していくため、堤防、遊水池、下水道等のハード整備とともに、土地利用や都市構造の観

点を含めて、まちづくり全般において、ハード対策とソフト対策を適切組み合わせながら、総合
的に防災・減災の対策を講じていくことが重要となっている。 

 

[立地適正化計画区域イメージ]  
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（７）  

本計画の構成は、本市の現況や都市構造の分析等から導き出される課題を整理し、立地適正化の基本的

な考え方を検討の上、都市機能誘導区域及び誘導施設、居住誘導区域の設定等を行い、計画を実現するた

めに必要な事項を取りまとめます。 
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[計画の構成] 
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本市の都市構造上の現況・課題及び上位関連計画での位置づけ等を踏まえた上で、立地適正化に向

けた取組の方向性と、戦略誘導により目指す姿（達成を目指す目標・ターゲット）について整理する。 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［将来都市像］（市マスタープランより） 
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基本条件、災害ハザード条件を掛け合わせて、居住誘導区域を設定します。 

基本条件は、市街化区域かつ居住可能な区域（居住に適さない工業専用地域、流通業務地区等を除
く区域）に設定します。 

※ ×は原則、誘導区域に含めない 
 

災害ハザード条件は、都市計画関連の規制の考え方に基づき、設定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ ×は原則、誘導区域に含めない、△は防災対策により誘導区域に含める 
※ 浸水深の設定については、住宅等の一般家屋において垂直避難が不可となる場合が発生する 3.0ｍ以

上と想定した。（何らかの対策が必須となる浸水深として想定） 
※ 防災対策としては、「500m 圏内の避難所の有無」を設定している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［都市計画運用指針における居住機能誘導区域に係る記載］ *下線は射水市に該当する指定区域 

２．射水市立地適正化計画の検討の考え方 



6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

 

（２）都市機能誘導区域の検討の方向性 
都市中核拠点（クロスベイ新湊周辺、小杉駅及び本庁舎周辺）地域居住拠点（大門駅周辺、

太閤山地区）、交流拠点（射水ベイエリア周辺）を、各拠点の特性に応じて都市機能を誘導す
る区域とします。 

  

［都市機能誘導区域等の定義］ 

［誘導区域の分類方針］ 
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 ［都市機能誘導区域の配置イメージ］ 
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上下水道部 上水道工務課 資料１ 

３月定例会 産業建設常任委員会 

令和４年３月１１日 
 

新湊地域の濁り水の対応について 

 

１ 水道管漏水の原因について 

 

 令和３年５月に発生した一般国道８号鏡宮交差点付近の上水道管の漏水原因について、富

山大学 学術研究・産学連携本部に調査研究を依頼した結果、隣接し先に漏水が確認された

工業用水道管は腐食によって破損し、上水道管は外力が作用し破損したと推定された。 

 

２ 上水道管漏水による損害額について 

 

①  上下水道料金の減額           １５，００４，５７２円 

②  濁り水を原因とする損害補償        １，３９０，７０７円 

③  工事費など（材料費、その他費用含む）  ４１，５８５，５２１円  

    合  計               ５７，９８０，８００円 

(※損害額には、老朽化により更新した制水弁更新費用９,６０３，０００円は含まず。) 

 なお、本市損害額は富山県企業局が全額補償することで合意している。 

 

３ 水道管の通水再開作業について 

上水道管の修理が完了し通水再開の準備が整ったので、通水再開作業を行います。 

 

・作業日時 令和４年３月１９日（土） 

         午後１０時～翌朝３時頃まで 

 

※使用量が少ない夜間の時間帯に通水再開作業を行いま

すが、作業中及び作業後に「水圧の変動」や「濁り水」及

び「白濁水（空気混じりの水）」が出る場合があります。 

 

●濁り水などの発生に備え、応急給水所(給水車)を開設します。 

 

開設日時 令和４年３月２０日（日） 午前６時３０分から「濁りが解消」するまで 

   開設場所    ・クロスベイ新湊駐車場       （本町２丁目１０番３０号） 

          ・奈呉町(曳山格納庫横)駐車場    （放生津町１９番２号） 

          ・塚原コミュニティセンタ－駐車場 （松木７６１番地） 

          ・新湊博物館駐車場                （鏡宮２９９番地） 

 

なお、事前案内及び通水作業後の情報等は、防災無線、広報車、市ホームページ、 

Twitter、市 LINE 公式アカウントなどでお伝えします。 



令和 4 年度 水道水質検査計画(案)について 

 本計画は、水道法及び富山県水道水質管理計画に基づき、毎事業年度の開始

前に水質検査項目や検査頻度を定めた「水道水質検査計画」を策定し、計画的

に水質検査を行い、その詳細を市のホームページで公表しています。 

１ 水道事業の概要 

(１)給水状況

令和２年度 令和元年度 増減 

給水人口 91,388 人 91,861 人 △ 473 人

普及率 99.2％ 99.1％ 0.1％ 

１日平均給水量 29,609 ㎥ 29,140 ㎥  469 ㎥ 

１日最大給水量 37,749 ㎥ 34,130 ㎥  3,619 ㎥ 

年間給水量 10,807,155 ㎥ 10,665,385 ㎥ 141,770 ㎥ 

（２）取水能力

ア 県受水（富山県西部水道用水供給事業）

和田川協定水量 ２０，０００㎥／日 

子撫川協定水量 最大受水量 １３，４００㎥／日 

（平均水量 １０，６１１㎥／日） 

合 計 ３３，４００㎥／日 

イ 自己水源（井戸、次亜塩素滅菌）

布目配水場 認可水量 

布目１号井（深井戸） ２，０００㎥／日 

布目６号井（深井戸） ２，５００㎥／日 

大島７号井（深井戸） 予備水源 

合 計 ４，５００㎥／日 

広上取水場 認可水量 

広上１号井（浅井戸） ２，０００㎥／日 

広上２号井（深井戸） ３，０００㎥／日 

広上３号井（深井戸） ３，０００㎥／日 

合 計 ８，０００㎥／日 

上下水道部 上水道工務課  資料 2 
３月定例会 産業建設常任委員会 

令和 4 年３月 11 日



２ 水質検査項目及び検査頻度 

水質検査採水地点 

水質検査の内容 

検査頻度 検査地点 検査項目 

浄 

水 

毎日検査 
市内 10 箇所 

（採水地点☆） 
色・濁り・消毒の残留効果（自動計測） 

毎月検査 

市内 10 箇所 

（採水地点●） 

一般細菌、大腸菌、塩化物イオン、有機物（全有機炭素

の量）、ＰＨ、味、臭気、色度、濁度、鉄、カルシウム・

マグネシウム等（硬度）の 11 項目

年 4 回検査 

(年 1 回検査) 

法令で定めた 40 項目。過去の水質試験結果により一

部の検査項目は、最大 3 年に 1 回に省略可能だが、安

全確認のため年 1 回検査を実施 

原 

水 

毎月検査 広上 1 号井 

（採水地点▲） 

クリプトスポリジウム指標菌

年 4 回検査 クリプトスポリジウム

年 1 回検査 

自己水源 2 施

設（5 箇所）及

び予備水源 

消毒副生成物等を除く水質基準項目 37 項目 

年 1 回検査 
布目６号井又

は広上２号井 

（採水地点◆） 

水質管理目標設定項目及び要検討項目、農薬類 

（富山県と共同で隔年実施）→令和４年度布目６号井 

農薬類（広上２号井は市単独実施） 

隔 年 検 査 広上３号井 ダイオキシン類（令和４年度実施） 

大島７号井は、マンガン及び鉄が多く含まれていることから、現在休止し予備水源

としているが、冬季の水質が悪いことから、施設の廃止に向けて検討します。 



令和４年度 

水 道 水 質 検 査 計 画(案) 

射水市上下水道部 

広 上 取 水 場 

紫外線処理装置 

上 野 調 整 場 鳥 越 調 整 場 

布 目 配 水 場 
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１．はじめに 

射水市水道事業では、『安心安全で、おいしい水づくり』のため、水道法

及び富山県水道水質管理計画に基づき、毎事業年度の開始前に水質検査項

目や検査回数等を定めた『水道水質検査計画』を策定し、計画的に水質検

査を行います。 

２．水道事業の概要 

（１）給水状況（令和２年度）

給水人口 91,388 人 

普及率 99.2 ％ 

１日平均給水量 29,609 ｍ３ 

１日最大給水量 37,749 ｍ３ 

年間給水量 10,807,155 ｍ３ 

（２）取水能力（令和４年度）

ア 県受水（富山県西部水道用水供給事業）

和田川協定水量 20,000 ｍ３/日 

子撫川協定水量 
最大受水量 13,400 
（平均水量 10,611 

ｍ３/日 

ｍ３/日） 

合 計 33,400 ｍ３/日 

イ 自己水源（井戸、次亜塩素滅菌）

布目配水場 認可水量 

布目１号井（深井戸） 2,000 ｍ３/日 

布目６号井（深井戸） 2,500 ｍ３/日 

大島７号井（深井戸） 予備水源 

合 計 4,500 ｍ３/日 

広上取水場 認可水量 

広上１号井（浅井戸） 2,000 ｍ３/日 

広上２号井（深井戸） 3,000 ｍ３/日 

広上３号井（深井戸） 3,000 ｍ３/日 

合 計 8,000 ｍ３/日 
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３．水源の状況及び原水の水質状況 

本市の水源は前述のとおり、富山県西部水道用水供給事業による２系統の

県受水と、自己水源として布目配水場と広上取水場に６箇所の井戸を保有し

ています。 

（１）県受水は庄川水系和田川の表流水を水源として、富山県企業局和田川

水道管理所で適切に水質管理されています。

また、受水地点である日の宮受水場と上野調整場で県受水の水質検査を

年１回実施し、安全であることを確認します。 

（２）布目自己水源の大島 7 号井は、マンガン及び鉄が多く含まれているこ

とから現在休止し予備水源としているが、冬季の水質が悪いことから、

施設の廃止に向けて検討します。

（３）広上自己水源の広上 1 号井は、浅井戸のためクリプトスポリジウムに

よる汚染が危ぐされることから、平成 22 年度に紫外線照射装置を設置し

対応しています。

（４）布目及び広上水源は、水田に隣接しているため農薬散布による農薬類

の汚染にも注意が必要です。

この対策として、水源近隣に散布した農薬類を調査し、農薬成分を 10

項目にしぼって検査します。 

（５）自己水源は、概ね良好な状態であり、浄水についても水質基準を下回

っており、安全で良質な水源であるといえます。

４．水質検査の基本方針 

（１）浄水について

ア 検査項目は、水道法で検査が義務付けられている毎日水質検査項目

及び水質基準項目とします。

イ 検査地点は、水質基準が適用される給水栓の水とします。

（ア）毎日水質検査

配水池等の重要施設と末端及び配水系統毎の 10箇所を選定し

ます。測定方法は、自動計測 10 箇所とします。 

（イ）水質基準項目

配水池等の重要施設と管内の末端等、10 箇所を選定します。 

ウ 検査頻度は水道法に基づき、水源の種類やこれまでの検査結果によ

り定めます。

ただし、水道法で検査頻度を３年に１回以上に省略できる水質基準 

項目についても、安全であることを確認するため、年１回以上の検査

を実施します。 

（２）原水について

ア 検査項目は、水質基準項目（消毒副生成物を除く）、水質管理目標

設定項目、要検討項目、クリプトスポリジウム及びクリプトスポリジ
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ウム指標菌等とします。

イ 検査地点

水質基準項目の検査地点は、自己水源６箇所の井戸とします。

その他の項目については、富山県水道水質管理計画によるもの

とします。 

ウ 検査頻度

水質基準項目は、厚生労働省健康局水道課長通達に基づき年１回と

します。 

その他の項目については、富山県水道水質管理計画によるものとし 

ます。 

以上（１）（２）の検査地点については別添図を参照、検査項目及び

検査頻度は別表１から別表５を参照。 

５．水質検査項目及び検査頻度 

（１）毎日検査項目（３項目）

色・濁り・消毒の残留効果を１日１回検査します。

（２）水質基準項目（別表１、２）

水道法で検査頻度と基準値が定められ、基準値以下で給水することが

義務づけられている 51 項目です。 

ア 毎月行う検査

法令で定めた項目、一般細菌、大腸菌、塩化物イオン、有機物（全

有機炭素の量）、ＰＨ、味、臭気、色度、濁度、及び富山県指導項

目である、鉄、カルシウム・マグネシウム等（硬度）の検査を毎月

実施します。（11 項目） 

イ ３ヶ月毎に行う検査

法令で定めた 40 項目について検査を実施します。

これらの項目の中には、過去３年間の水質検査結果が基準値の 1

／5 以下である場合は１年に 1 回以上、基準値の 1／10 以下である

場合は３年に１回以上と検査回数を省略できるが、安全性を確認す

るために年 1回検査を実施します。 

（３）水質管理目標設定項目（別表３）

ア 水道水を管理する上で留意すべき項目で、毒性や水道水からの検

出量などの観点から、水質基準とするには及ばないが、測定・監

視を続けることが望ましいとされる項目です。

イ 富山県水道水質管理計画に基づき、布目６号井の地下水を県と

共同で２年に１回、全 27 項目のうち地下水に関係した 13 項目に

ついて検査します。

ウ 水質管理目標設定項目のうち農薬についても、布目配水場及び

広上取水場の地下水を検査します。（農薬類の検査項目については、
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水源近隣に散布した農薬類を調査し全 114 項目のうち 10項目を決

定します。） 

（４）要検討項目（別表４）

ア 毒性評価が定まらない、若しくは浄水中の存在量が不明等の理

由から水質基準項目及び水質管理目標設定項目のいずれにも分類

できない項目で、データを集めていくものとして定められた項目

です。

イ 富山県水道水質管理計画に基づき、布目６号井の地下水を県と

共同で２年に 1 回、全 46 項目のうち地下水に関係した 26 項目に

ついて検査します。

ウ 要検討項目のうちダイオキシン類の検査は県内に調査機関がな

く、県との共同検査も出来ないため、射水市単独で２年に 1 回検

査します。（令和 4年度 広上 3号井で実施）

（５）クリプトスポリジウム指標菌等の検査

ア 広上取水場 1 号井（浅井戸）において、『水道水におけるクリプ

トスポリジウム対策の暫定方針（平成８年１０月４日衛水第 248

号厚生省生活衛生局水道環境部長通知）』に基づきクリプトスポリ

ジウム及びクリプトスポリジウム指標菌（大腸菌、嫌気性芽胞菌）

の検査等を実施します。

イ クリプトスポリジウム指標菌の検査は毎月、クリプトスポリジ

ウムの検査は年４回実施します。

※参考 県との共同検査は以下のとおりです。

・「水質管理目標設定項目等」検査（別表３） 年 1回(予定)

・「要検討項目」      検査（別表４） 年 1 回(予定)

・「農薬類」        検査（別表５） 年 1 回(予定)

６．臨時の水質検査について 

臨時の水質検査は、次のような場合に行います。 

（１）自己水源に異常があったとき。

（２）浄水の色、濁り及び臭気等に原因不明の変化が生じる等、水質が著

しく悪化したとき。

（３）水道施設（送配水管含）が著しく汚染された恐れがあるとき。

（４）その他、水道技術管理者が必要であると指定したとき。

以上、水質検査項目は基本的に全項目としますが、状況に応じて検査項目を

決定します。 
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７．水質検査の方法 

（１）検査方法

水質基準項目及び水質管理目標設定項目は、「水質基準に関する省令

の規定に基づき厚生労働大臣が定める方法」により行います。 

（２）採水方法

検査試料の採水は受託事業者が行います。試料の容器等は、検査機

関より貸与されたものを使用します。 

（３）試料の運搬

検査試料は、クーラーボックス等に入れ冷却し、破損防止の措置を

施して運搬します。 

８．水質検査機関 

水道法に基づく水質検査は、富山県水質管理計画に基づき、富山県和田川水

道管理所に委託します。 

また、県と共同での検査は、富山県衛生研究所へ委託します。 

そして、射水市独自に行う水質検査については、厚生労働大臣登録検査機 

関に委託します。 

９．水質検査結果の評価 

 水質検査結果の評価については、検査ごとに水質基準値の超過がないか確

認し、基準値を超えている場合は原因究明を行い、必要な対応をします。 

10．水質検査の精度と信頼性保証 

射水市が行う水質検査については、地方公共団体の機関又は厚生労働大臣 

登録検査機関に委託して水質検査を行っていますが、水質検査の精度確認の 

ため、また需要者に対する信頼性の保証を行うため、委託先が外部精度管理 

及び内部精度管理を実施し、適切に精度管理を行っているか書類等で確認し 

ます。 

11．水質検査計画及び検査結果の公表 

水質検査計画については、毎年見直しを行い、状況に応じその都度改正し 

ます。 

また、水質検査結果については射水市ホームページで公表し、請求があれ

ば射水市複写機等実費徴集要網に基づき検査結果の写しを提供します。 

12．関係機関との連携 

 射水市は、一日の給水量の殆どを富山県西部水道用水供給事業から浄水と

して受水していますので、同事業と連絡を密にし、水質異常に即応できるよう

体制を整備しています。 



番号 項　 　目　 　名 基　 　準　 　値 備　考 区分

1 一般細菌 1mℓの検水で形成される集落数が100以下であること。

2 大腸菌 検出されないこと。

3 カドミウム及びその化合物 カドミウムの量に関して、0.003mg/ℓ以下であること。

4 水銀及びその化合物 水銀の量に関して、0.0005mg/ℓ以下であること。

5 セレン及びその化合物 セレンの量に関して、0.01mg/ℓ以下であること。

6 鉛及びその化合物 鉛の量に関して、0.01mg/ℓ以下であること。

7 ヒ素及びその化合物 ヒ素の量に関して、0.01mg/ℓ以下であること。

8 六価クロム化合物 六価クロムの量に関して、0.02mg/ℓ以下であること。

9 亜硝酸態窒素 0.04mg/ℓ以下であること。

10 シアン化物イオン及び塩化シアン シアンの量に関して、0.01mg/ℓ以下であること。

11 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 10mg/ℓ以下であること。

12 フッ素及びその化合物 フッ素の量に関して、0.8mg/ℓ以下であること。

13 ホウ素及びその化合物 ホウ素の量に関して、1.0mg/ℓ以下であること。

14 四塩化炭素 0.002mg/ℓ以下であること。

15 1,4－ジオキサン 0.05mg/ℓ以下であること。

16 シス－1,2－ジクロロエチレン及びトランス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/ℓ以下であること。

17 ジクロロメタン 0.02mg/ℓ以下であること。

18 テトラクロロエチレン 0.0１mg/ℓ以下であること。

19 トリクロロエチレン 0.01mg/ℓ以下であること。

20 ベンゼン 0.0１mg/ℓ以下であること。

21 塩素酸 0.6mg/ℓ以下であること。

22 クロロ酢酸 0.02mg/ℓ以下であること。

23 クロロホルム 0.06mg/ℓ以下であること。

24 ジクロロ酢酸 0.03mg/ℓ以下であること。

25 ジブロモクロロメタン 0.1mg/ℓ以下であること。

26 臭素酸 0.01mg/ℓ以下であること。

27 総トリハロメタン 0.1mg/ℓ以下であること。

28 トリクロロ酢酸 0.03mg/ℓ以下であること。

29 ブロモジクロロメタン 0.03mg/ℓ以下であること。

30 ブロモホルム 0.09mg/ℓ以下であること。

31 ホルムアルデヒド 0.08mg/ℓ以下であること。

32 亜鉛及びその化合物 亜鉛の量に関して、1.0mg/ℓ以下であること。

33 アルミニウム及びその化合物 アルミニウムの量に関して、0.2mg/ℓ以下であること。

34 鉄及びその化合物 鉄の量に関して、0.3mg/ℓ以下であること。

35 銅及びその化合物 銅の量に関して、1.0mg/ℓ以下であること。

36 ナトリウム及びその化合物 ナトリウムの量に関して、200mg/ℓ以下であること。 味

37 マンガン及びその化合物 マンガンの量に関して、0.05mg/ℓ以下であること。 着色

38 塩化物イオン 200mg/ℓ以下であること。

39 カルシウム,マグネシウム等（硬度） 300mg/ℓ以下であること。

40 蒸発残留物 500mg/ℓ以下であること。

41 陰イオン界面活性剤 0.2mg/ℓ以下であること。 発泡

42 ジェオスミン 0.00001mg/ℓ以下であること。

43 2－メチルイソボルネオール 0.00001mg/ℓ以下であること。

44 非イオン界面活性剤 0.02mg/ℓ以下であること。 発泡

45 フェノール類 フェノールの量に換算して、0.005mg/ℓ以下であること。 臭気

46 有機物（全有機炭素（TOC）の量） 3mg/ℓ以下であること。 味

47 pH値 5.8以上8.6以下であること。

48 味 異常でないこと。

49 臭気 異常でないこと。

50 色度 5度以下であること。

51 濁度 2度以下であること。

基礎的性状

水
道
水
が
有
す
べ
き
性
状
に
関
す
る
項
目

健
康
に
関
連
す
る
項
目

病原生物による
汚染の指標

無機物・重金属

一般有機物

消毒副生成物

着色

別表１　水質基準項目及び基準値

味

かび臭

６



別表２　　定期の水質検査項目、回数等

法定頻度
実績による
検査頻度

R3年度
検査計画

月１回 1回／3月 年１回 1回／3月 年１回

1 一般細菌 否 １回／月 ← ← ○ ○

2 大腸菌 否 １回／月 ← ← ○ ○

3 カドミウム及びその化合物 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

4 水銀及びその化合物 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

5 セレン及びその化合物 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

6 鉛及びその化合物 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

7 ヒ素及びその化合物 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

8 六価クロム化合物 可 1回／3月 ← ← 　令和２年４月の基準改定により法定頻度 ○ ○

9 亜硝酸態窒素 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 　過去３年間の検査結果が1/10以下 ○ ○

10 シアン化物イオン及び塩化シアン 否 1回／3月 ← ← 検査回数の減不可項目 ○ ○

11 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 過去３年間に検査結果が1/10以下 ○ ○

12 フッ素及びその化合物 可 1回／3月 １回／１年 ← 過去３年間の検査結果が1/5以下 ○ ○

13 ホウ素及びその化合物 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

14 四塩化炭素 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

15 1,4－ジオキサン 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

シス－1,2－ジクロロエチレン

　及びトランス-1・2-ジクロロエチレン

17 ジクロロメタン 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

18 テトラクロロエチレン 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

19 トリクロロエチレン 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

20 ベンゼン 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

21 塩素酸 否 1回／3月 ← ← □ ○

22 クロロ酢酸 否 1回／3月 ← ← ○

23 クロロホルム 否 1回／3月 ← ← ○

24 ジクロロ酢酸 否 1回／3月 ← ← ○

25 ジブロモクロロメタン 否 1回／3月 ← ← ○

26 臭素酸 否 1回／3月 ← ← □ ○

27 総トリハロメタン 否 1回／3月 ← ← ○

28 トリクロロ酢酸 否 1回／3月 ← ← ○

29 ブロモジクロロメタン 否 1回／3月 ← ← ○

30 ブロモホルム 否 1回／3月 ← ← ○

31 ホルムアルデヒド 否 1回／3月 ← ← ○

32 亜鉛及びその化合物 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 過去3年間の検査結果が1/10以下 ○ ○

33 アルミニウム及びその化合物 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 過去3年間の検査結果が１/5以下 ◎ ○ ○

34 鉄及びその化合物 可 1回／3月 １回／月 ← 検査回数の減不可項目（県指導） ○ △ ○

35 銅及びその化合物 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

36 ナトリウム及びその化合物 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

37 マンガン及びその化合物 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ △ ○

38 塩化物イオン 否 １回／月 ← ← 検査回数の減不可項目 ○ ○

39 カルシウム,マグネシウム等（硬度） 可 1回／3月 １回／月 ← 検査回数の減不可項目（県指導） ○ ○

40 蒸発残留物 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 過去３年間の検査結果が1/5以下 ☆ ○ ○

41 陰イオン界面活性剤 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 過去３年間の検査結果が1/10以下 ○ ○

42 ジェオスミン 可 １回／月
藻類発生時期 ← １回／１年 ○

43 2－メチルイソボルネオール 可 １回／月
藻類発生時期 ← １回／１年 ○

44 非イオン界面活性剤 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

45 フェノール類 可 1回／3月 １回／３年 １回／１年 ○ ○

46 有機物（全有機炭素（TOC）の量） 否 １回／月 ← ← ○ ○

47 pH値 否 １回／月 ← ← ○ ○

48 味 否 １回／月 ← ← ○

49 臭気 否 １回／月 ← ← ○ ○

50 色度 否 １回／月 ← ← ○ ○

51 濁度 否 １回／月 ← ← ○ ○
凡　 　例

△：大島７号井のみの適用。（原水の検査回数は厚生労働省通知により、年1回の検査でよいが安全確認のため実施するもの）
○：検査実施をあらわします。

◎：五官野ポンプ場、本江監視局のみの適用。（過去3年間の検査結果が1/5基準値を超えているため、3ヶ月に1回の検査を実施するもの）
☆：布目配水場のみの適用。（過去3年間の検査結果が1/5基準値を超えているため、3ヶ月に1回の検査を実施するもの）

  過去３年間の検査結果が1/10以下

検査回数の減不可項目

水源の状況を勘案した

  過去３年間の検査結果が1/10以下

  過去３年間の検査結果が1/10以下

  検査回数の減不可項目

　過去３年間の検査結果が1/10以下

可 1回／3月 １回／３年

番号 項　 　目　 　名
原　 　水

検査回数の減不可項目

省略
可否

検査頻度 浄　 　水
浄水の検査回数の設定理由

□：布目配水場、広上取水場、五官野水上谷ポンプ場のみの適用。（3ヶ月に1回の検査でよいが、左記箇所は当市にて塩素滅菌処理を行っている為、安全確認のため毎月検査を実施するもの）

１回／１年 ○○16
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別表３　水質管理目標設定項目の目標値及び検査項目

水質管理上注目すべき項目（全27項目、内地下水に関係のある13項目を実施）

番号 項　 　目　 　名
検査
項目

基　 　準　 　値 備　 　考 分類

1 アンチモン及びその化合物 ○ アンチモンの量に関して、0.02mg/ℓ以下

2 ウラン及びその化合物 ○ ウランの量に関して、 0.002mg/ℓ以下（暫定）

3 ニッケル及びその化合物 ○ ニッケルの量に関して、0.02mg/ℓ以下

4 削除　（亜硝酸態窒素） 削除　(0.05mg/ℓ以下（暫定）)

5 1,2-ジクロロエタン ○ 0.004mg/ℓ以下

6 削除　（トランス-1,2-ジクロロエチレン) 削除　（0.004mg/ℓ以下）

7 削除　（1,1,2-トリクロロエタン） 削除　（0.006mg/ℓ以下)

8 トルエン ○ 0.4mg/ℓ以下

9 フタル酸ジ(2-エチルヘキシル) ○ 0.08mg/ℓ以下

10 亜塩素酸 0.6mg/ℓ以下
二酸化塩素注入時に限る。
当市使用していないため除外。

11 削除（塩素酸） 削除

12 二酸化塩素 0.6mg/ℓ以下
二酸化塩素注入時に限る。
当市使用していないため除外。

13 ジクロロアセトニトリル ○ 0.01mg/ℓ以下（暫定）

14 抱水クロラール ○ 0.02mg/ℓ以下（暫定）

15 農薬類 ○ 検出値と目標値の比の和として、1以下 対象農薬は114物質(別表５）
有機
物質

16 残留塩素 1mg/ℓ以下
通知（残留塩素及び水質基準項目と
重複する項目を除く）により除外。

17 カルシウム、マグネシウム等（硬度） 10mg/ℓ以上100mg/ℓ以下
通知（残留塩素及び水質基準項目と
重複する項目を除く）により除外。

18 マンガン及びその化合物 マンガンの量に関して、 0.01mg/ℓ以下
通知（残留塩素及び水質基準項目と
重複する項目を除く）により除外。

19 遊離炭酸 20mg/ℓ以下
採水後速やかな測定出来ないため除
外

20 1,1,1-トリクロロエタン ○ 0.3mg/ℓ以下

21 メチル-t-ブチルエーテル ○ 0.02mg/ℓ以下

22
有機物等（過マンガン酸カリウム消費
量）

3mg/ℓ以下
通知（残留塩素及び水質基準項目と
重複する項目を除く）により除外。

23 臭気強度（ＴＯＮ ） 3以下
通知（残留塩素及び水質基準項目と
重複する項目を除く）により除外。

24 蒸発残留物 30mg/ℓ以上200mg/ℓ以下
通知（残留塩素及び水質基準項目と
重複する項目を除く）により除外。

25 濁度 １度以下
通知（残留塩素及び水質基準項目と
重複する項目を除く）により除外。

26 pH値 7.5程度
通知（残留塩素及び水質基準項目と
重複する項目を除く）により除外。

27 腐食性(ランゲリア指数) -1程度以上とし、極力0に近づける。
採水後速やかな測定出来ないため除
外

28 従属栄養細菌 ○ 1mℓの検水で形成される集落数が2,000以下
（暫定）

微
生

物

29 1,1-ジクロロエチレン ○ 0.1mg/ℓ以下
有
機

物
質

30 アルミニウム及びその化合物 アルミニウムの量に関して、0.1mg/ℓ以下
無
機

物
質

31
ペルフルオロオクタンスルホン酸
（PFOS）
及びペルフルオロオクタン酸（PFOA）

ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）及び
ペルフルオロオクタン酸（PFOA）の量の和とし
て
0.0000mg/ℓ以下（暫定）

有
機
物

質

＊富山県の「水道水源の水質管理計画実施要領」に基づき合同検査を実施する予定です。
＊採水場所は、布目６号井又は広上２号井とし隔年交互に実施します。ただし、農薬類は毎年実施します。
＊○：検査実施項目をあらわします。

そ
の
他

無
機
物
質

無
機
物
質

有
機
物
質

消
毒
副
生

成
物

有
機
物
質

消
毒
剤
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番号 項　 　目　 　名 県と合同 単　　独 目標値

1 銀及びその化合物 ○ 未設定

2 バリウム及びその化合物 ○ 0.7mg/ℓ

3 ビスマス及びその化合物 ○ 未設定

4 モリブデン及びその化合物 ○ 0.07mg/ℓ

5 アクリルアミド 0.0005mg/ℓ

6 アクリル酸 未設定

7 17-β-エストラジオ－ル 0.00008mg/ℓ（暫定）

8 エチニル－エストラジオ－ル 0.00002mg/ℓ（暫定）

9 エチレンジアミン四酢酸(EDTA) ○ 0.5mg/ℓ

10 エピクロロヒドリン ○ 0.0004mg/ℓ（暫定）

11 塩化ビニル ○ 0.002mg/ℓ

12 酢酸ビニル ○ 未設定

13 2,4-トルエンジアミン 未設定

14 2,6-トルエンジアミン 未設定

15 N,N-ジメチルアニリン ○ 未設定

16 スチレン ○ 0.02mg/ℓ

17 ダイオキシン類 △ 1pgTEQ/ℓ（暫定）

18 トリエチレンテトラミン 未設定

19 ノニルフェノ－ル ○ 0.3mg/ℓ（暫定）

20 ビスフェノ－ルＡ ○ 0.1mg/ℓ（暫定）

21 ヒドラジン ○ 未設定

22 1,2-ブタジエン 未設定

23 1,3-ブタジエン 未設定

24 フタル酸ジ（n-ブチル） ○ 0.01mg/ℓ

25 フタル酸ブチルベンジル ○ 0.5mg/ℓ

26 ミクロキスチン-ＬR 0.0008mg/ℓ（暫定）

27 有機すず化合物 0.0006mg/ℓ※（暫定）

28 ブロモクロロ酢酸 ○ 未設定

29 ブロモジクロロ酢酸 ○ 未設定

30 ジブロモクロロ酢酸 ○ 未設定

31 ブロモ酢酸 ○ 未設定

32 ジブロモ酢酸 ○ 未設定

33 トリブロモ酢酸 ○ 未設定

34 トリクロロアセトニトリル ○ 未設定

35 ブロモクロロアセトニトリル ○ 未設定

36 ジブロモアセトニトリル ○ 0.06mg/ℓ

37 アセトアルデヒド ○ 未設定

38 ＭＸ 0.001mg/ℓ

39 キシレン ○ 0.4mg/ℓ

40 過塩素酸 0.025mg/ℓ

41 Ｎ－ニトロソジメチルアミン（ＮＤＭＡ） 0.0001mg/ℓ

42 アニリン 0.02mg/ℓ

43 キノリン 0.0001mg/ℓ

44 1,2,3-トリクロロベンゼン 0.02mg/ℓ

45 ニトリロ三酢酸（NTA） 0.2mg/ℓ

46 ペルフルオロヘキサンスルホン酸（ＰＦＨⅹＳ） 未設定

＊※印はトリブチルスズオキサイドの目標値
＊富山県の「水道水源の水質管理計画実施要領」に基づき実施する予定です。
＊合同検査の採水場所は、布目６号井又は広上２号井を隔年交互に実施します。
＊ダイオキシン類の検査は、過去のデータ蓄積により広上３号井とします。(R4実施予定）
＊○は検査実施をあらわします。△は2年に1回の検査をあらわします。

別表４　要検討項目の目標値及び検査項目
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農 01  １， ３―ジクロロプロペン（Ｄ―Ｄ） 農 61 テフリルトリオン ○
農 02 ２，２―ＤＰＡ（ダラポン） 農 62  テルブカルブ（ＭＢＰＭＣ）

農 03 ２，４―Ｄ（２，４―ＰＡ） 農 63 トリクロピル

農 04 ＥＰＮ 農 64 トリクロルホン（ＤＥＰ）

農 05 ＭＣＰＡ 農 65 トリシクラゾール ○
農 06 アシュラム 農 66 トリフルラリン

農 07 アセフェート 農 67 ナプロパミド

農 08 アトラジン 農 68 パラコート

農 09 アニロホス 農 69 ピペロホス

農 10 アミトラズ 農 70 ピラクロニル ○
農 11 アラクロール 農 71 ピラゾキシフェン

農 12 イソキサチオン 農 72  ピラゾリネート（ピラゾレート）

農 13 イソフェンホス 農 73 ピリダフェンチオン

農 14  イソプロカルブ（ＭＩＰＣ） 農 74 ピリブチカルブ

農 15  イソプロチオラン（ＩＰＴ） ○ 農 75 ピロキロン

農 16 イプロベンホス（ＩＢＰ） 農 76 フィプロニル

農 17 イミノクタジン 農 77  フェニトロチオン（ＭＥＰ）

農 18 インダノファン 農 78  フェノブカルブ（ＢＰＭＣ）

農 19 エスプロカルブ 農 79 フェリムゾン

農 20 エトフェンプロックス 農 80 フェンチオン（ＭＰＰ）

農 21  エンドスルファン（ベンゾエピン） 農 81 フェントエート（ＰＡＰ）

農 22 オキサジクロメホン 農 82 フェントラザミド

農 23 オキシン銅（有機銅） 農 83 フサライド ○
農 24 オリサストロビン 農 84 ブタクロール ○
農 25 カズサホス 農 85 ブタミホス

農 26 カフェンストロール 農 86 ブプロフェジン

農 27 カルタップ 農 87 フルアジナム

農 28 カルバリル（ＮＡＣ） 農 88 プレチラクロール

農 29 カルボフラン 農 89 プロシミドン

農 30 キノクラミン（ＡＣＮ） 農 90 プロチオホス

農 31 キャプタン 農 91 プロピコナゾール

農 32 クミルロン 農 92 プロピザミド

農 33 グリホサート 農 93 プロベナゾール

農 34 グルホシネート 農 94 ブロモブチド ○
農 35 クロメプロップ 農 95 ベノミル

農 36  クロルニトロフェン（ＣＮＰ） 農 96 ペンシクロン

農 37 クロルピリホス 農 97 ベンゾビシクロン ○
農 38 クロロタロニル（ＴＰＮ） 農 98 ベンゾフェナップ

農 39 シアナジン 農 99 ベンタゾン ○
農 40 シアノホス（ＣＹＡＰ） 農 100 ペンディメタリン

農 41 ジウロン（ＤＣＭＵ） 農 101 ベンフラカルブ

農 42 ジクロベニル（ＤＢＮ） 農 102  ベンフルラリン（ベスロジン）

農 43 ジクロルボス（ＤＤＶＰ） 農 103 ベンフレセート

農 44 ジクワット 農 104 ホスチアゼート

農 45  ジスルホトン（エチルチオメトン） 農 105 マラチオン（マラソン）

農 46  ジチオカルバメート系農薬 農 106 メコプロップ（ＭＣＰＰ）

農 47 ジチオピル 農 107 メソミル

農 48 シハロホップブチル 農 108 メタラキシル

農 49 シマジン（ＣＡＴ） 農 109 メチダチオン（ＤＭＴＰ）

農 50 ジメタメトリン 農 110 メトミノストロビン

農 51 ジメトエート 農111 メトリブジン

農 52 シメトリン ○ 農112 メフェナセット

農 53 ダイアジノン 農113 メプロニル

農 54 ダイムロン 農114 モリネート

農 55 ダゾメット、メタム(カーバム)及びメチルイソチオシアネート

農 56 チアジニル

農 57 チウラム
農 58 チオジカルブ
農 59 チオファネートメチル

農 60 チオベンカルブ

※ ○印は前年度に検査した項目です。
※ 水源近隣に散布した農薬類を調査し、代表的な成分となる10項目を選定して検査します。

別表５　農薬類（水質管理目標設定項目（15）の対象農薬リスト）

番号 番号農　薬　名
検査
有・無

農　薬　名
検査
有・無
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鳥越調整場低区調整池補修工事の請負契約について 

 

１ 事業目的 

  令和３年度に施工した鳥越調整場低区調整池の耐震補強工事に引続き、施設の長寿命化対策

として内面防食塗装及び外面防水塗装を実施することにより、施設が長期的に健全で良好な状

態を保つよう整備を行うものである。 

 

２ 工事請負契約の内訳 

（１）鳥越調整場低区調整池補修工事 

契約金額 工事受注者 工期 工事内容 

222,310,000 円 

(うち消費税等 

20,210,000 円) 

石川県金沢市元菊町 21-87 

三井住友建設株式会社 

金沢営業所 

令和 4年 2 月 7 日 

～ 

令和4年10月 31日 

･内面防食塗装 

     A=3,356 ㎡ 

･外面防水塗装 

     A=1,150 ㎡ 

･足場設置  N=1 式 

 

３ 補強一般図（断面図） 

 

上下水道部 上水道工務課資料 3 

3 月定例会 産業建設常任委員会 

令和 4 年 3 月 11 日 

（施設概要） 

・建 築 年 平成 7 年（26 年経過）  ・形状寸法 ＰＣ造（内径 35.8ｍ×高さ 10.0ｍ） 

・構  造 プレストレスコンクリート ・基礎形状 杭基礎 

・形  式 地上式調整池（円形）     ・有効容量 10,000ｍ３ 
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